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広いカナダでは 4 年 @lu[z@ 大学とは別 に、短期間で修 
了できるコミュニティカレッジを設け職業意識を身 
につけた人材を送り出すことが考えられた。人口密 
度の低い地域を幅広くカバーするには、それぞれの 
弛域 事情に通 した柔軟性のある「軽量 な大学」を多 
数設ける必要があった。こうした考え方は企業側の 
要望を反映したものであり、即戦力となる労働力を 
希望する産業界からの声がそれだけ大きかった と bt@¥ 
える。政府もどちらかといえばこうした考え方に近 
く、国内経済の発展を推し進めてい < 中堅労働力の 
必要性を認識していた。 

経済発展や職業教育に重きを置く考え方に対し 、 

当の教育界はすべてこれに賛成するというふうでは 
なかった。むしろ、人間性を重んじた教育、 あ @5 い 
は個性を重視した教育を施すべきとする考えの方が 
多かったといえる。経済重視か人間性重視かという 
考え方の違いは、 曳 在もなお残っている。目立った 
かたちで議 諭 されることはないが、これら 2 つの異 
なる考え方は潜 往 的に存 往 しているといってよい。 
近年の特徴として指摘できるのは、コミュニティカ 
レッジでの教育に持続的人材として [25 陶冶を求める 
と v 、 l う動きである。グローバリゼーション (75 進展や 
環境に対する意識の高まりを受けて、長期的視点を 
持ち合わせた人材が必要とされるようになった。生 
態系や社会、経済、政治などの変化に対して持続的 
に対応できる市民を育てる必要性が認識されるよう 
になったのである。社会階層の中位 にあって職業 能 
カ に長けた人材を輩出するコミュニティカレッジ 、 

というだけでは不十分と考えられるようになった。 

2 ・地域社会の変化とコミュニ T ィ カレッジの教育 
(1) 国土周辺地域における社会・経済の現状 

資源の開発とその移出によって国を発展させてき 
たカナダでは、 環 在でもなお資源が産業に占める割 
合は大きい。国内総生産額の 4 分の 1 は資源開発に 
よるも (25 であり、輸出 (7@3 分の 1 は資源が担う 。資 
源の大半は国土のい @3 ゆる周辺地域に分布している。 
資源大国のカナダでも経済のサービス化が急速に進 
んでおり、資源が経済に占める割合は低下している。 
資源輸出をめぐる国際競争は激しく、カナダの比較 
優位 性 は必ずしも高くない。 

国土 125 周辺地域はカナダ先住民が多く住むとこ ろ 
でもあり、他では見られない地域特有の問題がある。 
先住民の学歴は ― 般 に比べて低く、失業率は非常に 
高い。産業の少なさや技術・ 能力 水準の低さが高 失 

業率の背景にある。先住民に限らず、国土周辺に暮 
らす人びとは教育、 支化 、医療などのサービス 侠 給 
面 で 干 利な立場に置かれている。 

大都市に多い大学、大学院とは異なり、国土周辺 
地域にあるコミュニティカレッジは、地域の人びと 
がもっとも必、要とする教育サービスを提供する任務 
をもっている。 多支 他主義を標 膀 するカナダにあっ 
て、とくに先住民の教育をどうするかという間題、 
あるいは国土が広く中央、地方間で教育水準に格差 
が生じやすい状況にいかに対処するかという間題な 
ど、コミュニティカレッジに課せられた課題は多い。 

国土の農村地域や遠隔地域にコミュニティカレッ 
ジ が設けられている現代的意義として、以下の， 4 点 
が指摘できる。 第ェ は中央と地方の間の情報格差で 
あり、いかに情報通 信手段が進歩して「情報社会」 
になったとしても地方 (z@ ハンディは大きく、追いつ 
くためには教育施 殻 が必要である。 第 2 は先住民、 
季節労働者、失業者が多いという地方の事情である。 
これに対処するには、地方の高等教育の底上げを図 
る必要がある。 第 3 は対面 式教育の必要性である。 
国土の広いカナダでは情報通 信手段によるオンライ 
ン教育が盛んであるが、やはり伝統的な「教室での 
教育」を堅持する必、要がある。最後は地域経済の振 
興であり、産業構造が変化していく中で自立した職 
業人を育てていく必要がある。コミュニティカレッ 
ジ は農村地域、遠隔地域の教育拠点として重要な意 
味をもっている。 

(2) コミュニティカ レ ツジ 迫 宮の予算 祐成 
コミュニティカレッジの年間の予算 額は 1 校あた 

り 900 ― 1 ， 200 万 カナダドル ( 約 7 ， 5 ﾑ 10 ・ 0 億円 ) で 

あり、そのうちの 45 ﾑ 80% は 州政府が支出している。 
学費徴収による分は 20% までであり、その他は企業 
との間で結んだ契約などによる収入である。過半を 

でまかなっていること、また企業からの収 
入が 30 孔 近くもあることからわかるように、コミュ 
ニティカレッジは地元の社会と密接な関係にある。 
地域の 宋 めに応じた教育を施すのは自明であり、実 
際、地域の実情に即したきめ細かな教育サービスが 
提供されている。 

連邦制をとるカナダ でほ州 ごとの特徴がはっきり 
しており、上述したコミュニティカレッジの運営に 
ついてもかなりの地域性がある。たとえば予算額に 
占める州政府の割合は、北部の 準 州やケベック州で 
は 60% かそれ以上である。連邦政府の負担割合が 2 
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% 未満の 準 州では、 準 州政府が負担する割合がとく 
に大きい。 学生 から徴収する学費に依 荏 する割合に 
もかなりの地域差があり、オンタリオ、ハバ ス コシ 
ア、ニューブランズウィッ ク などの州では 4 分の 1 
以上を占める。逆に 曄 州では 5% を下回って @v 、 l る 。 

少 子高齢化が進みつ 7o ある カナダでは、放って お 
けば若年者の数が減り、高等教育を受ける人口も増 
えていかない。人口減を補っているのが海外からの 
移民であり、年間 20 万人程度の流入がある。こうし 
た移民者のカナダ国内での教育、あるいは海外から 
やってくる留学生の教育のかなりの部分をコミュニ 
ティカレッジが担っている。とくに英語を第二言語 
とする人びとにとって、コミュニティカレッジで語 
学や基礎的教養を学ぶことは、カナダ国内で生活し 
ていくのに重要だと思われる。国内での進学者が伸 
び悩んでいる折から、留学 竺 教育はコミュニティカ 
レッジが生き残っていくために必要な戦略ともいえ 
よう。 

(3) コミュニティカレッジの学生数と学科 杜成 
コミュニティカレッジは全国に分散しているが、 

学生登録数で見ると、地域的偏在という特徴が指摘 
できる。たとえば 1998 ﾑ 99 年のフルタイム 学竺 登録 
数の場合、ケベック州が全体 (2)40 ・ 8% 、オンタリオ 
州が同じく 35 ・ 3% を占めている。ケベック 州 は国内 
総人口に占める割合が 以 ・ 1% と比較 酌 大きいが、学 
生登録数に占める割合はそれ以上に大きい。ただし、 
1999 年までの 5 年間の登録 数 推移を見ると、ケベッ 
ク 州 (7@ 比率は低下しており、オンタリオ州では逆に 
上昇している。ケベック州で減少した分、 7 ルバー 
タ州や ノバス コシア州では割合が高まった。特定の 
州に学 竺 数が多いといっても、それほ狭い地域にコ 
ミュニティカレッジが集中していることを意味する 
のではない。むしろ事実はその 逆 であり、オンタリ 
オ や ケベックなど広大な州内の農村部や遠隔地域に 
分散して設けられている。 

学生登録数をパートタイムで見ると、また別 の 地 
域的偏 荏 の姿が浮かび上がってくる。すなわち、パ 
ートタイム 学竺の 54 ・ 3%  (1998 ﾑ 99 年 ) はブリテイ 
ッシュコロンビア州によ 775 て 占められており、 2 番 
目に多いのは隣接するアルバータ 州 (19.5%) であ 
る。このようにカナダ西部の 2 州でパートタ ﾑム 学 
生が多 l@@(75 は、この地域で実学的雰囲気が 色 濃いと 
いうことと関係がある。カナダの伝統的な大学・大 
学院教育はオンタリオ、ケベックといった中核地域 

  

と東部地域で中心的に担われてきた。国土の西部で 
はこうした高等教育が ― 般 に手薄であり、それを補 
うという意味づけでコミュニティカレッジが考えら 
れている。 

学坐 数を男女別 で見ると、男性 42 ・ 1%  (1998 ―四 
年 ) に対して女性 57.9%@? ある。こうした傾向は過 
去 5 年間変わっておらず、コミュニティカレッジの 
学生の 約 6 割 は女性によって占められているといっ 
てよい。分類不能を含めた 9 つの学科のうち、男子 
学 竺 の割合が女子学生を上回っているのは工学・応 
用科学のみである。 学竺 数がもっとも多いビジネ 
ス・商業学科 ( 全体 (7525 ・ 7 弘 ) をはじめ、社会科 
学 ・サービス (21.1%) 、健康科学 (12.4%) など 
いずれも女子学 坐 の占める割合が男子学 竺 のそれを 
上回っている。 

3 ・コミュニティカレッジによる地域社会支援 
(1) 地域社会変化に対するカレッジの取り組み 

コミュニティカレッジは、大学における通 常のカ 
リキュラ ム とは別 に、地域社会の人びとを対象とし 
た教育プロジェク ト を実践している。まさにこの点 
が 4 年制大学との大きな違いであり、コミュニティ 
カレッジすなわち「地域社会大学」と称されるゆえ 
んである。全国のコミュニティカレッジをひとつに 
まとめていく組織としてカナダ・コミュニティカレ 
ッジ協会があることはすでに述べたが、この協会に 
加盟している大学は、 ServIng Rumml 川 d Remote 
COmmu 而 e5 TaSk CFOuP を立ち上げ、地域社会の 
発展 や 産業・経済の 撮 興をはかるための教育プロジ 
ェク ト を実施してきた。協会資料によれば、 2002 年 
の時点で 44(7@ コミュニティカレッジ・キヤンパスが 
プロジェク ト をもっていた ( 表 1) 。同じキャンパ 
スで複数のプロジェク ト を実施している場合がある 
ため、総数は 62 にのぼる。 

地域社会支援プログラムが発足した経緯に， ov て 
触れると、それは 2001 年に開催された「 
地域支援プログラム」というポジウムが契機であっ 
た。シンポジウムは連邦政府の農村事務局 や カナダ 
農村情報サービスなどが参加して行われた。農村事 
務局は、連邦政府にあって 260) 農業・農村部門を統 
括する組織である。アメリカからは農村地域カレッ 
ジ ・イニシアティ ブ という組織が会議に参加した。 
このシンポジウムをきっかけに、毎年、同じようン 
ポジウムが開催されることになり、併せてタスクグ 
ループが年 2 回会合をもつことになった。カナダ、 
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